
 令 和 元 年 ９ 月 １ １ 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議  

［事務局］中部地方整備局 

経済・産業活動への影響最小化と社会活動の継続について、 

全国の産学官民が意見交換を行います 

ハイレベルセッション「南海トラフ巨大地震へのソナエ」開催！

社会活動の継続と早期復旧に向けての課題とその対応策 について議論し、

地域内外における多様な主体の連携強化 を図ることを目的に開催します。 

１ 日  時：令和元年１０月２０日（日）１０：００～１１：３０ 

２ 会  場：名古屋コンベンションホール３階 メインホールＡ 

３ 主  催：内閣府／南海トラフ地震対策中部圏戦略会議 

４ 開催内容：詳細は別紙のとおり 

■パネルディスカッション

・コーディネーター 福和 伸夫 氏（名古屋大学教授 減災連携研究センター長）

○テーマ①「南海トラフ地震に対し、日本の経済と産業を守る」

・パネリスト 佐々木 一郎 氏（ブラザー工業株式会社 代表取締役社長） 

小川 正樹 氏（中部経済連合会 専務理事） 

髙𣘺𣘺  淳 氏（経済産業省 中部経済産業局長） 

勢田 昌功 氏（国土交通省 中部地方整備局長） 

○テーマ②「多様な主体の連携により、住民と地域社会を守る」

・パネリスト 村手 聡 氏（内閣府 大臣官房審議官（防災担当）） 

寺尾 徹 氏（全国社会福祉協議会 常務理事） 

栗田 暢之 氏（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク 代表理事）

伊東 祐次 氏（日本損害保険協会 常務理事） 

５ そ の 他：入場無料（定員２００名） 

６ 参加方法：ＷＥＢまたはＦＡＸで申し込み（別紙のとおり） 

７ 配 布 先：中部地方整備局記者クラブ、中部経済産業記者会、岐阜県政記者クラブ、 

静岡県政記者クラブ、三重県政記者クラブ、三重第二県政記者クラブ、 

駒ヶ根市記者クラブ、飯田市記者クラブ、伊那市記者クラブ 

問い合わせ先 

内閣府 政策統括官（防災担当）付 普及啓発・連携担当 

  参事官補佐    諸留 逸（もろとめ すぐる）   TEL：03-3502-6984 

中部地方整備局 防災管理官    石原 幸久（いしはら ゆきひさ） 

  防災室 室長補佐 土屋 修一（つちや しゅういち） TEL：052-953-8357 
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■パネルディスカッション

「南海トラフ巨大地震へのソナエ」

令和元年 10月20日（日）

名古屋コンベンションホール　3階
メインホールＡ

10:00～11:30

主催 ： 内閣府 ／ 南海トラフ地震対策中部圏戦略会議

事前申込制 入場無料 定員200名（先着順）

日時

会場

お申込み方法は、裏面をご覧ください。

愛知県名古屋市中村区平池町4-60-12 グローバルゲート
名古屋臨海高速鉄道あおなみ線「ささしまライブ駅」徒歩3分 
JR東海道本線「名古屋駅」広小路口から徒歩12分

　南海トラフ地震に対して強くしなやかな国土の構築に向けて、ハード・ソフト一体と
なった防災・減災・国土強靭化対策が必要です。
　また、被災想定地域のみならず、日本全国のあらゆる主体が連携しながら南海トラフ
地震対策を推進する必要があります。
　本セッションは、産学官民の連携により、南海トラフ地震から日本の経済と産業、地域と
住民を守ることを目指して開催します。

プ
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名古屋大学教授 減災連携研究センター長 福和  伸夫 氏

◇テーマ①
  『南海トラフ地震に対し、日本の経済と産業を守る』

◇テーマ②
  『多様な主体の連携により、住民と地域社会を守る』

・コーディネーター

・パネリスト

・パネリスト

ブラザー工業株式会社　代表取締役社長 佐々木 一郎 氏
（一社）中部経済連合会　専務理事 小川  正樹 氏
経済産業省　中部経済産業局長 髙𣘺　  淳 氏

内閣府　大臣官房審議官（防災担当） 村手　  聡 氏
全国社会福祉協議会　常務理事 寺尾　  徹 氏
全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
（JVOAD)代表理事 栗田  暢之 氏
（一社）日本損害保険協会　常務理事 伊東  祐次 氏

国土交通省　中部地方整備局長 勢田  昌功 氏

  昭和34年 伊勢湾台風

平成23年 東日本大震災

ichikawa-t85ac
テキストボックス
  別紙



ハイレベルセッション「南海トラフ巨大地震へのソナエ」

ブラザー工業株式会社
代表取締役社長

経済産業省
中部経済産業局長

髙𣘺　淳 氏

〈経歴〉 1988年 東京大学法
学部卒業後、通商産業省入
省。富士フィルム株式会社
（官民交流法派遣）、経済産
業省地域経済産業政策課
長、内閣官房まち・ひと・し
ごと創生本部事務局次長、経済産業省地域経済産業政
策統括調整官等を経て、2018年10月より現職。

（一社）中部経済連合会
専務理事

小川 正樹 氏

〈経歴〉 1978年 東京工業大
学工学部社会工学科卒業
後、中部電力株式会社入社。
2010年7月、執行役員長野
支店長 兼 流通本部付。
2011年7月、社団法人中部
経済連合会に出向 常務理事事務局長。2016年6月より
一般社団法人中部経済連合会 専務理事を務める。

〈経歴〉 1983年3月、名古屋
大学大学院工学研究科修
了、同年4月にブラザー工業
に入社。2005年1月にブラ
ザーU.K.社長、09年4月に
執行役員、13年4月に常務
執行役員、17年4月に代表取締役 専務執行役員を経て、
18年6月に代表取締役社長に就任。

国土交通省
中部地方整備局長

勢田 昌功 氏

〈経歴〉 1987年 大阪大学大
学院土木工学科修了後、建
設省入省。中部地方整備局
河川部長、国土交通省 総合
政策局 公共事業企画調整課
長を経て、2018年7月より
現職。
　

内閣府
大臣官房審議官（防災担当）

村手　聡 氏

全国社会福祉協議会
常務理事

全国災害ボランティア支援団体
ネットワーク（JVOAD)代表理事

栗田 暢之 氏

名古屋大学教授
減災連携研究センター長

ふくわ のぶお
福和 伸夫 氏

〈経歴〉 1981年 名古屋大学
大学院工学研究科博士課程
前期課程建築学専攻修了
後、清水建設株式会社入社。
名古屋大学工学部助教授な
どを経て、2012年より現
職。中央防災会議、地震調査研究推進本部、国土交通省
委員等を務める。

たかはし じゅん

おがわ まさき
佐々木 一郎 氏
ささき いちろう

せた まさのり むらて さとし

くりた のぶゆき
伊東 祐次 氏
いとう ゆうじ

寺尾　徹 氏
てらお とおる

（一社）日本損害保険協会
常務理事

■どなたでも参加できます。

■内容に関するもの

■WEBかファックスでのお申し込みとなります。

こちらにアクセスして、お申込みください。
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■締め切りは10月11日（金）まで。ただし、定員に達し次第締め切らせていただきます。
■申込者の個人情報は当シンポジウムの運営目的に使用するものであり、主催者が安全に管理し保護を徹底します。
■法令に基づく場合などを除き、第三者に開示・提供することはありません。

WEB申込み

お問合せ先

お申込みのご案内

ファックス申込み

ファックスでお申込みの場合、裏面1枚をそのままお送りください。

TEL：052-953-8357　FAX：052-953-8362　【国土交通省中部地方整備局　防災室内】
■お申込みに関するもの
TEL：06-6885-7227　FAX：06-6885-7272　【ACE（エース）株式会社内】
※電話問合せ時間 10：00～17：00（土・日・祝日を除く） 　　※開催会場へのお問合せはご遠慮ください。

所属または住所 役職・氏名 連絡先（電話番号）

コーディネーター パネリスト

〈経歴〉 1988年 東京大学法
学部卒業後、自治省入省。
岡山市助役、副市長、復興庁
統括官付参事官、群馬県副
知事、総務省自治行政局地
域政策課長を経て、2019年
7月より現職。

〈経歴〉 1980年 一橋大学商
学部卒業後、大正海上火災保
険株式会社（現 三井住友海上
火災保険株式会社）入社。
再保険部長、理事 商品本部
火災新種保険部長、執行役
員 商品本部火災新種保険部長、取締役 常務執行役員 
商品本部長、特別顧問を経て、2017年より現職。

〈経歴〉 東洋大学卒業後、厚生
労働省入省。国立身体障害者リ
ハビリテーションセンターから
社会・援護局障害保健福祉部地
域生活支援室長、地域福祉課
長、総務課長を歴任。東日本大
震災発生時は厚生労働省で災害対策担当として被災地支援活
動に携わった。2014年 全国社会福祉協議会 常務理事に就任。

〈経歴〉 阪神・淡路大震災を契機
に設立した認定NPO法人レス
キューストックヤード代表理事
務め、50を超える自然災害現場
で支援活動を展開。東日本大震
災を教訓に、市民セクター間・行
政・社協・民間支援団体等による連携強化を目的としたJVOAD
の設立に尽力、2016年NPO法人化し代表理事を務める。




